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〔フロンティア澁業経済研究 第19巻第2号 2016.9〕

総合討論

市川：

それでは、総合討論に入っていきたいと思いま

す。

フロアからの質問を中心に議論を進めていきた

いと思っております。

順不同になるかもしれませんけれども、中原先

生から出されています小糸先生の報告に対するこ

とから始めます。

中原 ：

農産物輸出は、ヘクシャー ・オリーン命題から

考えて、日本塁業の輸出産業化には無理があるの

ではないか。ニッチ分野でしょうか、デンマー

ク、オランダは乳製品、畜産品が益的支配力を世

界市場で持っているので、日本はそれら諸国に類

似させるのにも困難があるように思います。これ

は、小糸先生に質問します。

小糸 ：

ご質問をどうもありがとうございます。

デンマークと言ったら、逆に中原先生が一番ご

存じではないかと思うわけです。ヘクシャー ・オ

リーンの命題で考えるとそういうことですけれど

も、ヘクシャー・オリ ーンの命題で要素賦存盈と

いう譲論ももちろん、それが産業間貿易で、産業

と産業の中での議論でございます。一方で、産業

内貿易の議論は、製品の差別化と規模の経済とい

うことで、確かに規模の経済が働かなければいけ

ないのですけれども、消費の多様性と規模の経済

が両立できるという産業内貿易の議論とちょっと

話が違う部分がございます。そういう意味では、

プランド化したものとか、品質の大きく違うもの

に対してどうやって多様にしてコストを下げてい

くか、流通させることによって流通コストを下げ

ていくかというところに問題があるのかと思いま

す。

そうした中で、多少なりとも輸出ということが

可能性と して議論できるという意味で、日本の農

業の全部が全部輸出は無理がありますかと言われ

ると、輸出ができないということも言えないかな

という程度です。完全に輸出産業化という話には

難しいと思うのですが、こういうところである程

度は説明できるのかなと思います。

そういう意味で、デンマークは一緒でないかと

言われると、それはわからないですけれども、多

少なりとも、産業間貿易という考え方が、産業の

中で水平的な、つまり部品と製品という関係では

なくて、製品が違う、異質だというものの中で議

論するということでは、ヘクシャー ・オリーンの

考え方でなくても議論ができると思います。

コメン トになっているかいまいちわからないの

ですが、答えとさせていただきます。

市川：

中原先生、よろしいですか。

中原 ：

ご回答をどうもありがとうございました。

小糸さんは慎直に述べていらっしゃって、 何か

僕がいちゃもんつけているみたいなのですけれど

も、基本は、資源益、賦存呈の多さ、少なさが一

般的な相対的優位性で貿易作用として出てくると

いう厳然とした事実があるので、そこを踏まえな

いと、日本農業に対して誤ったイメージが出てく
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るのではないかと思います。逆に、北海道の場合

は、 付加価値を高めるという意味ではいろいろな

仕掛があっていいだろうと思います。その一つの

選択が輸出ということもり得るかなということで

す。

小糸：

ありがとうございます。

もう一つ、資本が日本で賦存が多いと考えるな

らば、資本投入型農業ということも考えられるか

なと思います。

市川：

ほかに、これに関して何かご意見はございます

か。

なければ、あと 2人から質問が出ておりますの

で、順次行きたいと思います。

酪農学園大学の荒木先生から、 2点、清水池さ

んへの質問でございます。同じく、黒柳先生から

も清水池先生に質問が出ております。

まず、荒木先生からの質問でございますけれど

も、海外乳製品の輸出能力をどのように考えてい

るのか、また、日本への加工乳製品の増加による

内外価格差の変化をどのように検討しているか。

2点目は、飲用乳への輸入乳製品利用の影響をど

のように考えているのかということでございま

す。

それから、黒柳先生からは、両方の先生にご意

見を聞いていると思います。後で読ませていただ

きたいと思います。

最初に、清水池さんから考えているところを述

べていただけますでしょうか。

いただきましたので、こちらから答えさせていた

だきます。

飲用乳への輸入乳製品利用の還元乳も含めての

ことだと思うのですが、これは私の報告で欠けて

いた部分で、ご指摘いただきまして、ありがたい

と思っております。

こういう問題は、実際に生 じると私も思いま

す。特に、原乳の分野でどういうところに出てく

るか考えられるかというと、一つは業務用利用と

いう分野です。市場に 1割弱ぐらいですけれど

も、そういうところがあります。あとは加工乳で

す。特に、最近は、牛乳ではないですけれども、

安い牛乳という位置づけで加工乳の生産がふえて

おりますので、そういったところで消費者に低価

格を打ち出すために海外乳製品を扱った安い牛乳

ですね。こういったところに使われる可能性は高

いと私も思います。

もう一つは、海外乳製品の輸出能力をどう考え

ているかです。きょうお配りしたシンポジウム資

料の図表資料の2ページ目に、説明に使っていな

い表があるのですが、表6というものがありま

す。これは、バター、脱脂粉乳、チーズの国内生

産祗とニュージーランド、オーストラリア、アメ

リカの輸出星を単純に比較したものです。要する

に、キカで対象になる国産生産呈と輸出泣です

が、これを見ると、それぞれの単独で見てもいい

のですけれども、 3カ国合計した数足の比で見ま

すと、 13%、18%、7%ということです。これも

私の解釈の違いかと思っておりまして、もう一つ

の解釈は、これだけしか国内生産嚢のモデルの大

きさがないので、少しでも輸出盪をふやせば国内

生産紐分はあっという間に埋められてしまうとい

うふうに考えるべきなのか。もう一つは、日本向

清水池 ： けの規格とか品質で対応すると考えると、こうい

ご質問をありがとうございます。 うちまちました最を相手にするより、中国とかの

二つご質問をいただいていますが、二つ目に関 巨大市場を目指すのではないかという両方の解釈

しては、先ほど、小南さんからも同様のご指摘を が考えられると思うのです。その辺で私の判断が
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まだできておりません。

あと 、 内外価格差の問題です。 これは、 私がど

う考えるか、 既存のシナリオをどう考えるかとい

うことです。 実際は、 チ ー ズに関して少しお話し

しましたけれども、 チ ー ズは海外で乳価を対抗可

能なレペルまで引き下げることは、 チ ー ズ向けの

消費泣はそんなに多くないので 、 可能なのではな

いかと思います。 実際に、 ニュ ー ジーランドに比

べると、 乳価だけでなくて製造品自体が高いと思

うのです。 ですから、 乳価を単純に向こうと同じ

にしただけでは厳しいかもしれませんが、 対抗可

能かと思います。 しかし、 加工原料乳 ・ バタ ー ・

脱脂粉乳に関しては 、 一定の比率になりますの

で 、 ここは海外水準に合わせてしまうとプ ー ル乳

価が下がり過ぎて 、 北海道の酪農家にとっては

ちょっと厳しいのではないかと思います。でも、

そのままにしておくことはあり得ないので、 下げ

ながら対応せざるを得ない形になるのではないか

と思います。

市川：

荒木先生、 よろしいですか。

荒木：

まず 、 2番目の質問ですけれども、 清水池さん

が出された試算ですね。 そこに還元というか、 そ

こが全然考慮されてないということがありまし

て、 それで、 私もちょっと危惧していたのですけ

れども、 6月に某民放から取材を受けまして、 か

なりひどい取材だったのです。私の後に中原先生

もコメントされたのですけれども、 そこでちょっ

としゃべらせていただいたのは、 私は、16年前に

ニ ュ ー ジーランドに行ったときに、 ニュ ー ジーラ

ンドはどういう戦略を持っていたかといいます

と、 「私どもは、 バタ ー と脱脂粉乳を持っていっ

て、 そこに風味をつけて牛乳と全く変わらないも

のをつくれます」ということも言っていました。

それで 、 某乳業メ ー カ ー の乳飲科ですね。 先ほ

ど 、 還元乳と言いましたけれども、 還元乳には加

工乳と乳飲料があります。 加工乳は生乳を50%以

上使うということで、 乳飲料は生乳ではありませ

ん。 その某乳業メ ー カ ーの乳飲料を飲みまして、

味がよかったのですが、 そこの消賀者相談へ原料

には何を使っていますかということでフリー ダイ

ャルに電話をしましたら 、 海外のグリーンチ ーズ

を使っていますということで、 乳業メー カ ーはか

なりそういう形で海外牛乳の対応、 利用を考えて

いることがわかりました。 ちょっとした補足の説

明です。

2番目に 、 ニュ ー ジ ー ランドに行ったときに

も、 ニュ ー ジーランドは好景気で、 1割ぐらいの

森林を伐採して 、 草地化している光景を見てきま

したが、 ニュ ー ジーランドはほぼ飽和状態になっ

てきているのではないかと言われています。

それで、 もし日本がこういう乳製品を輸入した

場合に、 当然、 国際価格は上がっていくだろうと

いうことで 、 そうすると、 内外格差はもっと縮

まっていくのではないかということで質問をさせ

ていただきました。

市川：

ありがとうございました。

この件に関して 、 質問とかご意見はございます

でしょうか。

なければ、 3点目ですが、 黒柳先生から質問が

来ております。 一つは 、 TPP推進論には短期、

長期に分けた対応策が必要と考えないのか 、 必要

なら直接支払いは短期、 構造改革は長期視点とい

うことではないかというのが第1点です。

第2点目は、 TPP推進には、 前提を明示的に

示す打ち出すべきではないか。 例えば、 このまま

の農政を続けても耕作放棄、 担い手高齢化、 離混

が続くと見るということです。 2番目に 、 農産物

のコスト低下には 、 農業投入財産業のコストダウ
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ンを大きく取り入れるべきだということです。3

番目に、構造改革で参入企業には簡単に離脱しな

い措置をとるということです。

第3点目は、北の米、飲用乳の大規模化による

コス トダウンは限定的と言われるが、断定は時期

尚早で、もっと調査分析を急ぐべきではないか。

また、コスト以外に安定性などの視点も必要では

ないか。特に、備蓄も安定供給上必要ではない

か。

第4点目は、こうした問題へのアプローチには

部分的な均衡分析とあわせて、農 • 非農業、特に

農業投入財、輸出、財政を取り込んだマクロモデ

ル分析をいろいろとやって、 TPP受け入れには

いかなる条件が必要か、逆に取り出すべきではな

いかということです。

1、2、4番はこちらのほうで検討するという

ことで、 3番のところの米と飲用乳の大規模化に

よるコストダウンをどういうふうに考えるかとい

うことを、平石さんと清水池さんに答えていただ

ければと思います。

まず、平石さんからお願いします。

平石 ：

ありがとうございます。

コス トダウンが限定的であるということについ

ては、むしろ時期尚早なので、大分避けた表現で

こう書いたと捉えていただいたらよろしいかと思

います。もっとデータを積んでやっていく必要が

あるだろうというのは、そのとおりだと思いま

す。

実際には、 出していないデータも相当見ている

中では少なくとも楽観的には落ちないということ

があります。ただ、一番言いたかったことは、む

しろ逆のことです。コス トダウンが限定的になる

ということよりも、一つは、大規模化によるコス

トダウンに対して楽観的過ぎるところが問題なの

ですよ。もう一つは、 1番の短期、長期の話にも

関係するのですが、農地の集積に対するコストに

対する配慮が余りにないという長期の視点が欠け

ているところが二つ目の問題です。そのことを問

題としてありますよと上げたと理解していただけ

ればと思います。

ご指摘のとおりですが、きょう、この中でコス

ト以外に安全性などの視点も含めるべきだという

話があったのですけれども、きょうの段階でコス

トすら至っていない状況があるのです。経営費の

分析と付加価値しかしておりませんので、当然、

この後、生産物のコストの話も必要でしょうし、

年次変動や安全性まで見込んでやっていく必要が

あるかと思います。まだまだやることがありま

す。そのあたりは、楽しみに待っていただければ

と思います。

清水池：

続けてお答えいたします。ご質問をありがとう

ございました。

基本的には先生のおっしゃるとおりだと私も思

います。飲用乳の大規模化によるコストダウンと

いうのは、恐らく、生乳の価格を指しているとい

うことでよろしいでしょうか。生乳ではなくて牛

乳と思うのですけれども、確かに、大規模工場を

つくればさらなるコストダウンは可能になると思

います。余りはっきりわかりませんけれども、今

回の試算でも、実は飲用向け乳価が現状でllO円

ぐらいですけれども、これが80円まで下がるとい

う試群をしています。この試算のとおりだとする

と、牛乳向けの乳価が30円下がりますので、単純

に考えると牛乳の価格が30円下げることができる

わけです。これによって一時的に需要がふえるか

もしれませんが、牛乳の位置づけはスーパーでの

安売り品なので、せっかくコストダウンをして

も、全部、小売価格の引き下げにつながって、結

局、メーカー側としても何のために大規模化をし

たのかということにもなります。牛乳の市場の動
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向を考えると、コストダウンは必要ですが、コス

トダウンベースで解決するのはちょっと難しいと

思っております。

市川：

先に、黒柳先生のほうから今の件についてお願

いします。

黒柳：

私が考えていたようなご回答いただきまして、

ありがとうございます。

私が時期尚早と申 し上げましたのは、こういう

大規模化の例がこういう政策的な認識で政府が出

されたり、自民党が出されたりして間もないこと

もあって、今までの政策の延長線上で大規模化が

生まれているのではないか、それは危険であるだ

ろうと思うのです。ですから、これが政策的ない

ろいろなサポートなり前提条件がどんどん出てく

れば、それによる分析がまた必要ではないかとい

う意味で申し上げました。それが一つです。ま

た、この分析の中で重要だと思うのは、 3番目ぐ

らいに申し上げたと思いますけれども、いわゆる

農業の実態ばかりで、いわゆる混業のコス トを規

定する投入財の価格、資材の価格、いわゆる農薬

にしても、農機具にしても、今、機械化がどんど

ん進んでいるわけです。こちらに対する研究が必

要ではないかと思います。もう少し非農業のほう

が揃えるべきだと思うのです。特に、 TPPが行

われるというのなら、それで投入財産業をどんど

ん輸出することによってコストを下げて、それで

20%、30%資材産業が揃えば、消費者に対しても

利得も行くでしょうし、農家にも非常に行くだろ

うというダイナミックな分析ができるだろうと

思ったのです。

そういう事態をもう少し見守って、いわゆる断

定しておられないようで、その点はよくわかるの

ですけれども、もう少し先のことも連動しなが

ら、そういうことにも言及していただいて、特に

投入財産業に関して研究していただくことが大事

ではないかと思って質問しました。

松木：

黒柳先生からの1点目、 2点目、 4点目に関し

て、座長で、というか設定した私の方からお答え

します。

1 点目のT PP推進論は、短 • 長期に分けて直

接支払いは短期、構造改革は長期という視点では

ないかということです。

黒柳 ：

それでいいのかということです。

松木：

それでいいのかということですが、違うだろう

と思うのです。直接支払いは、例えば、農産物輸

出で全部問題が解決するかのような捉え方をしな

いほうがいいと言っていましたけれども、直接支

払いはかなり便利な道具として各国で使われてお

ります。ヨーロッバの場合は、輸出補助金を廃止

して、内外の価格差を下げる。一方で、主要国の

農業構造を基本的には固定して、ある程度構造改

革が進んだというのは、例えば、東北大学の石井

さんのフランスの分析等では進みますけれども、

それが直接支払いの効果だけというよりは、やは

り、日本と同じような担い手の高齢化などという

ものが大きいのだろうと思います。別に意図的に

調整したわけではありません。アメリカの場合

は、一旦、直接支払いをやりますけれども、また

不足払い型に変わってきています。

とにかく、 WTOでグリーンですから、直接支

払いという形に制度を組み込んでいけば、農業保

護の削減は避けられる。そういう意味で、直接支

払い代替論というふうに私は提起させていただき

ましたけれども、それをやれば、外からも責めら
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れない政策だから固定できるのです。だからいい

ですよという形であって、本間先生とか大泉先生

とか山下先生が言われている成長産業化論という

か成長路線でいうところの構造改革は、匝接支払

いは場合によっては使うけれども、本来はなくて

いいぐらいの話であって、必ずしも短期的な第1

段階、第2段階と、手法としては使うのですけれ

ども、直接支払い代替論と構造改革推進というも

のは時系列的な政策関係になっていないだろうと

理解しています。

2点目は、 TPP推進論には、前提を明示的に

打ち出すべきではないかということです。まさに

そのとおりです。それも整理して私のほうでご説

明しなかったのが悪いと思うのですが、 1点目の

過去の農政ではだめなのではないか。耕作放菜

地、高齢化、離農、こんなものではもうだめだ

と。生源寺先生もよく言われます。そこが本間先

生や山下先生の主張の原点になっているというの

は、まさにそのとおりだと思います。これまでの

延長で果たして、特に、府県の農業を維持できる

のか、大胆な構造改革が必要なのだろうというこ

とです。

2点目のコス ト低減ですが、先ほど、先生から

コメン トがありましたが、投入財産業のコストダ

ウンについては、本間先生と山下先生と議論され

ていないだろうと思います。現行の物財費を前提

として、足りない分は直接支払いでやるという話

になっている。これについて、初めて政策的に言

及されたのは、 6月の復興戦略だと思います。米

の生産費を 4割削減しますと60キロ当たり9,600

円になります。現在は 1万1,000ぐらいですか

ら、届かないのです。そこで出てきているのは、

関連産業の努力も含めてということで初めて言及

されました。ただ、農水は、その点について農政

なり農水がやってきたかというと、そうではなく

て、斡国の肥料産業の分析の報告書が出ておりま

す。2倍のコスト差がどうかということです。こ

れをつくったのは経済産業省です。渫林水産省で

はありません。平成22年度の経済産業省の中小企

業関係の特別調査で出てきています。

そういう状況ですので、関連産業を含めた投入

財行政も含めてどうやっているのかということは

やっていないのだろうと思います。

その点は、まさに4点目で先生がご指摘になり

ました。こういう問題を見るときに、私は、そう

いうことはなかなかできないですが、日本は、結

局、賃金水準が高いということと、要素価格が全

般的に高い国ですから、肥料価格を下げていくと

かという要素価格を下げていくときと、例えば、

国境措置を撤廃するなり、あるいは、撤廃にしな

くても、例えば、課徴金みたいにかけているもの

をやめてしまって、砂糖の小売価格を下げてしま

いましょうという政策をとって、食料品が下がっ

たときに、労賃のコストを下げられるのか、それ

が波及していったときに、 全体に要素価格がどう

下がっていくかという話は、個別にはできないの

で、やはり部分均衡を含めたマクロ的なモデルを

きちんとつくつて計算しなければいけないと思う

のです。それらは、先生のお弟子さんの阿部先生

にぜひ言っていただければと思っております。

まさに先生のご指摘のとおりで、この問題は、

今日やったような議論でなくて、非農業も含めて

の財政の問題、租税負担とか、日本全体をマクロ

経済として要素価格を下げていく、農業だけでは

なくて全産業の競争力強化というところに果たし

て行けるのかどうか。それは、社会保障費負担を

抱えて、そこも賄いながら、さまざまな日本社会

のあり方の前提も含めての議論なのかと思いま

す。

貨重なご指摘をありがとうございました。

3点目の構造改革で参入企業に簡単には簡単に

離脱できない措置をとるような前提を設けるべき

だという意見についてです。これについては、構

造改革特区で企業参入を認める、それをベースに
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リース方式で企業が参入するというあたりから、

やはり簡単に出ていかれては困るということで議

論があります。今回、どこが出るかわかりません

が、産業競争力会議と規制改革会議の農業ワーキ

ンググループの中で、方向性として企業の農地の

リースではなくて、農地取得に道を開くべきでは

ないかという議論が出てくるだろうと思います。

復興再建の前提となったところではそこの意見

がかなり強〈出ていましたので、そうなったとき

に、例えば、 5年とか10年ぐらいで、今のリース

はそのくらいです。そんなに長くないので、例え

ば、農業をやめて転用をさせていいのかという懇

念は当然出てきます。これについては、離脱不可

といいますか、 一定の条件をつけるべきだろうと

いう議論がなされているようです。

そういう意味では、先生はもう既にご指摘に

なっているように、いろいろな面で日本の農政の

展開が、我々の談論もそうだったのですが、

ちょっとおくれているのかなと思います。そうい

うことでお許しいただければと思います。

座長の解題が不適切だからこういう指摘が出て

きているのかなと思います。申しわけございませ

ん。

黒柳：

ちょっと一言だけよろしいですか。

本当は、議論を巻き起こすために、わざとこう

いうことを聞いたということを申し上げたいと思

います。

こういうことがいい悪いは別として、 TPPが導

入されてきた場合はどうするのか。そうした場合

に、皆、農家をやめる。その後はどうするのだと

いうことで、我々のように80歳を過ぎますと、先

がないものですから、すぐに先のことを考えるの

です。

今、個別農家で大規模経営をやって少し成功の

兆しの見えるものもあります。単収を上げるとい

うのが一つです。それから、業務用というのは余

りうまくいかないと思いますが、それも入れま

す。もう一つは、農協営はどうなのか。

4番目に、希望してくるのですから、企業の参

入があった場合に、はみ出した農家で農業をやれ

ない。しかしながら、どうもこういう条件のもと

ではできないという農家に対して、土地は企業に

貸して地代収入を得る。それから、自分は普通一

般にはサラリーマンですから、それと同じに考え

れば、農家も、経営者であり、労働者であり、地

主であり、それを労働者の労働を販売しながら、

それから、土地は貸して地財収入を得る。そのほ

かに、いろいろな有価証券を初めとして資産所

得、こういうものを得ることによって生きがいを

感ずるということになれば、そういう形も認めら

れるのかどうか、あるいは認めざるを得ないの

か、その辺の議論もしておく必要があるのではな

いかと思います。TPPのことを論ずるのであれ

ばということでございます。

松木 ：

ありがとうございます。

きょうの三つだけでは議論し切れない部分があ

りますので、とりあえず、企業形態であり方とい

うことで、復興戦略の一番の特徴点は、担い手像

として、法人経営を書き込みの鉦頭にしたので

す。従来の家族型大規模経営でなくて、法人経営

が一番最初に来ます。法人経営を育成するという

ことです。家族経営の位置づけが下がって、最後

のほうに来ているのです。ひょっとしたら、相当

変わるかもしれないということがあって、そうい

う議論をちょっと考えたのです。きょうは全部で

きませんので、それは別のところで、私が参加す

る研究会でもそういうことを何回もしております

ので、ちょっと宿題にさせていただいてよろしい

ですか。
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市川 ：

そういう意味では、今の課題については、もう

ちょっと議論を深めるには、材料としてこれから

検討するという宿題にさせていただきたいと思い

ます。

質問票でいただいたのは以上の3点で、 3人の

先生方からいただいたものです。

フロアのほうで何か質問等ございましたらお願

いします。

それでは、コメントでいただいたところで答え

ていただくのをお願いしたいと思います。

まず、平石さんにコメントがありましたけれど

も、直播等についてはどのように考えるかという

ことも含めて、ちょっと今説明していただけます

でしょうか。

平石：

今、水張りが全道として停滞している中で、新

技術が渚目されるけれども、直播だけではできな

いのではないかという話です。

二つ話があります。

一つは、水張りの維持ができるか、拡大ができ

るかというのは、生産調整の政策のありよう自体

で、転作作物の収益移管の部分が結構大きいと

思っています。特に、その中での位置づけだと思

うのですが、そこの部分の産地資金・交付金の形

でついて、生産調整も今の枠の中であれば、水張

りを潜在的にできる余力があるということに水張

りは行かないという風になかなか働きづらい状況

になるのかどうかです。

二つ目は、現実の話として、良質米がとれると

ころでの大規模化として、そこでの水張り拡大が

なかなか厳しくなってきてというところを見たと

きに、大規模の課題というのは、結局、単に大き

くなったので水張りが多くできない、だから省力

技術だという見方は余りマッチしないと思いま

す。技術の構造があって、経営組織があって、地

域の戦略、米戦略があって、施策の結果というこ

とを見ていくと、直播はかなりリトマス試験紙的

な性格があります。直播栽培を埠入してコストを

落とすというのは、単純に媒入するとまず失敗す

るということです。ただ、ポイントは四つあっ

て、今から言う四つはこの後の大規模化を進める

上でクリアしていかなければいけない四つとまさ

に連合するのです。

1点目は、新技術を導入できる、あるいは、大

型機械等を導入できるような必要な基盤、技術の

効果を出せるような基盤をセットできるかという

ことです。70年代につくった30アール、 50アール

という中型機械化体系から大型の体系ないし汎用

田の体系に持っていく生産規模をつくり得るかと

いうことです。それが基盤の問題です。

2点目は、採用技術は中型機械化体系かなり柔

軟性が高いので、新しい農機械を買わないでうま

くいく体系だったのですが、今は、技術をどうい

うふうに経営の中まで組み込むかということまで

やらなければいけないのです。直播を入れるとい

うことではなくて、直播を組み込んでどのように

共通利用をするか、そこまでいかないとなかなか

効果は出ないだろうと思います。

3点目は、技術を導入したときに、個別の段階

で終わるのではなくて、新規の中での学習会なり

作業系の共同利用という生産者組織のバックアッ

プが必要になります。ソフトウエアというのが必

要になってくるということです。

4点目は、直播に典型的にあらわれますが、生

産物の取り扱いです。生産物の取り扱いの戦略が

なければ、安い米がたくさんできただけで終わっ

てしまうので、技術を組み入れたとしてどうする

かといった戦略が必要になってくるのです。直播

に今言った4点、技術を導入する基盤、採用技術

をどのように経営組織に組み込むか、三つ目が導

入したものに対して生産者組織でどのように支え

るか、四つ目が地域の戦略をどう組むのかという
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のは、直播以外でも、北空知にあらわれる問題解

決はそこまでやらなければいけないのだと思いま

す。その意味で、直播はリトマス試験紙だと思っ

ています。

市川：

ありがとうございます。

それから、清水池さんに対しても、先ほど返答

もありましたけれども、引き続きあればお願いし

たいと思います。

清水池：

飲用乳製品による還元乳のご指摘と、三つ目と

してありました初妊牛の販売先の問題とか、裁尿

処理の話とも私の報告に欠けていた内容でしたの

で、ご指摘いただきましてありがとうございま

す。

あと、加工原科乳のことですけれども、自分の

試算を一部否定するようなことになるのですが、

実は、 9月でも加工原科乳が全く発生しないとい

うことはありません。都府県でも 1カ月で1万ト

ンぐらいは発生しているはずです。ですから、牛

乳の需要盪に対して数パーセント加工は必ず発生

します。ですから、実際に発生する加工はもっと

多くなると思われるということと、試算データは

56万トンの揺給調整できるかというと、これも実

際にできるかどうかは怪しいと思います。 100万

トンを切るとなかなかやりづらいという話も聞い

たことがあります。この辺は私も月単位で見てい

ますけれども、実は、 10日間とか、かなり短い

タームでの需給調整の話になってきます。実際は

たった50万トンで需給調整できるかというと難し

い話なので、本当はもっと多くなければいけない

という話になる可能性もあります。

りますが、小糸さんのほうで何かあればお願いし

ます。

小糸：

特にないですけれども、墓本的に賛成です。輸

出に当たっての課題ということで、安全性という

ときに、 HACCPやGAPといった認証も大切

だと思います。

市川：

それぞれコメントをいただきましたけれども、

小南さん、よろしいですか。

小南：

はい。

市川：

そうしましたら、今、それぞれ質問項目をいた

だきまして、コメントの返答をさせていただきま

した。再度、ご質問やご意見等がありましたらお

願いしたいのですが、よろしいでしょうか。

フロア：

TPPの議題は、中央の段階では半ば取り上げ

られない非常に不可思議な中央の動きがありま

す。せっかく牒協中央会のほうから小南さんが来

られていますので、ご質問をしたいと思っていま

す。

どうも農協のTPPに反対に迫力がないんです

ね。なぜかといいますと、もう既に大最の穀物を

無税で入れて、市場穀物を利用されているわけで

す。ですから、今までの意見は、関税ゼロの恩恵

を酪農家は受けていたということで、こういう加

工型の酪農に関しては、私ども研究者の立場とし

ては反対してきています。特に、私は、以前は試

市川： 験場の研究員をやっておりましたので、農家経営

引き続き、第3報告のところでもコメントがあ の改善という立場から穀物他給する農家で、大規
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模でおかしくなっている農家を随分散見しまし

た。

ところが、農協組織は、輸入穀物を使った酪展

を推進されてきました。その結果、今、大規模層

ほど輸入穀物をたくさん使って非常に危機的な状

況になっているのが現状です。

ということで、言ってみれば、農協が商社化し

てきているのではないかという批判もあるわけで

す。そういう中で、餌が高騰しており、 TPPで

関税問題が出てきている中で、震協組織として

は、これまでの輸入穀物に依存した酪農、市場穀

物を大蓋に使う酪農、それを営業方針とされてい

る、そういった営業の方針を変える考えはあるの

かどうかということをちょっとお聞きしたいと思

います。

小南：

非常に難しいご質問ありがとうございます。

営業方針以前に、 JAグループの使命として

は、皆さんの営農と生活を守る、酪農家であれば

酪農家の経営を守るというのが組織の目的の一つ

であります。そういった中で、これまでの北海道

の歴史の中で、そういった視点でいろいろな事業

を展開してきたつもりです。

ただ、今、先生からご指摘がありましたとお

り、言ってみれば、購入飼料が中心の酪晟経営ス

タイルが進んでいる一方で、自給飼科といいます

か、土地生産基盤に立脚した酪農の生産をどのよ

うにしてきたのかという部分もあるかと思いま

す。そこは、今の飼科価格の動向等も踏まえて、

自給飼料をしつかりつくつていくという対応等も

しているつもりです。営業ベースで全て物事を捉

えると、我々としても、そこは誤解を払拭してい

きたいと考えているところでございます。

泊水 （中央会） ： 

どうもありがとうございました。

今の件は、購入した餌が安かったから、経済的

にやってこられたのは事実です。ただ、これだけ

餌が高騰している中で、経済的にも、先生がおっ

しゃったように、使っている大規模農家は、先ほ

ど酪農家で規模が大きくなればコス トが安くなる

のではないかという意見がありましたが、それは

違います。先生がおっしゃったように、そういう

面では大規模農家ほど経営不振という状況です。

もう一つは、農協としても餌を売っていかない

と経営が成り立たないのではないかというご指摘

です。組合員がどんどん離農していく中では、そ

ういうことは言っていられないということで、

今、小南部長が言ったとおり、自給飼科をいかに

利用していくかというところに力点を変えていま

す。一番大事なのは、餌設計をしながらどうやっ

て自給飼料をうまく活用していくのかという観点

から、技術指導に力を入れたり、ほかのほうも自

給飼科を活用するための事業を取り入れておりま

すので、先生がご指摘いただいた心配事は私ども

も共通して考えております。そういう意味では、

やっているということでございます。

まだ足りない場合は、先生と一緒に、研究者の

方々と一緒に自給飼料をどんどん使っていくこ

と、それから、循環農業は非常に大事だと考えて

おります。そういう面でご協力いただきながら、

対応していきたいと考えております。

私は、中央会の農業対策部で酪農をやっており

ますので、言わせていただきました。失礼いたし

ます。

市川：

どうもありがとうございます。

清水池さんのほうからもお願いします。

泊水池：

コメン トを求められたのでコメントしますが、

私も基本的には、購入飼料依存というか、購入飼
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科が波及してきたというのは経済合理性があった

のですけれども、今見てみると、環境面もありま

すけれども、なかなか難しいところに来ているの

はそのとおりで、自給飼料生産をふやしていかな

ければいけないというのは、そのとおりだと思い

ます。

ちょっと違う角度からですが、そういう面で今

の制度がふさわしいかというと、酪農関係の政策

というのは、米や畑作が変わっているにもかかわ

らず、酪混関係はほとんど何も変わっていないわ

けです。その中で言うと、配合飼科の価格安定基

金という制度があります。高騰した場合、補埴金

が出て、酪農家の負担が減るという制度がありま

すけれども、やはり、現時点では必要な制度だと

よく聞いたりするのですが、行く行くは廃止すべ

き制度ではないかと私は思っています。

要するに、生産コス トが上がったものを補填す

るというのは必ず必要な制度ですけれども、配合

飼料の場合は、あるいは配合飼料をたくさん使っ

ている人が得をする制度なのです。それは、自給

飼科生産に誘導していく場合でも、直ちに廃止し

ろというわけではないですが、行く行くは酪農側

の所得補償制度に価格安定基金の制度を統合して

いくという考え方ですが、私は、政策面ではそう

いう考え方もあるのではないかと思っておりま

す。

市川 ：

ほかに質問やご意見等はありませんか。

松木 ：

それでは、私から質問させていただきます。

宮田主幹に、 北海道がどういう政策を求めてい

るかということで、非常に詳細な資料を提出して

いただきました。

こういうものは、私たちは、北海道を研究して

いながら、なかなか目配せして、国の予算などは

よく見るのですけれども、北海道の農業関係の予

算はどうなっているか、どういう政策になってい

るのか、きちんと目配せしていなかったと反省し

ております。

府県とは違うのだという問題です。例えば、晨

地流動で売買流動が中心であるとか、主業牒家な

どですね。そういう中で、主業農家が少なくて、

例えば、農地移動というと、 リースしたいという

府県農業をペースにつくられてくる政策、あるい

は、つくられようとしている政策で、北海道から

見ていずいというか、ここでは北海道は別に考え

てもらわなければいけないというところがあれ

ぱ、そこをもう少し詳しく教えていただきたいの

です。

宮田 ：

先ほど、北海道特有の特徴として、農地の移動

については半分が売買で移動しています。一方、

府県というのは、地主が土地を手放さなくて、自

分で使いもしないのだけれども、手放さないとい

うことで、売買の動きはせいぜい17%程度です。

今、農地の中間管理機構ですね。一回農地を抱い

て、必要な基盤整備をしながら誰かに貸すという

農地を抱く組織があります。北海道でいえば旧農

業開発公社がそれを担うことになります。そのと

きに、今の中間管理機構の形であれば、最終的に

ずっと公社が抱きっ放しという感じになると思い

ます。

一方で、借りている人が買いたいという希望が

あれば、その後、売り渡してくれるような仕組み

が、この後、中間管理機構については中身が検討

されますが、そうしたルールが必要ではないかと

いうことです。その辺は、 中に入れてもらわなけ

れば、北海道にはなかなか上がってこないと思い

ます。

それから、先ほど基盤整備のお話もしました。

基盤整備のルールは、北海道の場合、水田の大区
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画化ですね。1ヘクタール以上の水田は道内で

15%程度しかありません。大区画をするに当たっ

ては、工事の施工期間を確保しなければならない

のですが、夏の工事のできる間は、実際に田んぼ

に植わっていますので、 工事する期間がありませ

ん。一旦、作つけをとめて、それでも一定程度の

所得が確保されるような仕組みも必要ということ

で、大区画化等を加速化するための通年施工に対

する支援も要望してきています。まだ中身の詳細

はわかりませんが、その部分は事業として組まれ

る見込みになっております。

ほかにもあ りますけれども、一応、そういうこ

とです。

市川 ：

どうもありがとうございました。

もうご意見がなければ、ここで報告者のほうか

ら、今討論したものについてのご意見をいただい

て、簡単なまとめをさせていただきたいと思って

おります。

それでは、平石さんから順番にお願いします。

平石：

うまく 言えるかなというところがありました。

自分の意見のところもあるのですが、基本的に、

政策というのは、 一定の理念に基づいて、それを

達成するためにどういうことをやるかという施策

を見せてシグナルを出すものだと思うのです。例

えば、構造政策にしてもそういう性格があるべき

ですが、今回、大テーマのもとでTPP論議等の

話をしているときに、最終的に箔陸する姿が余り

よくわからないということがあります。例えば、

どういったものを国としてつくるのか。

要するに、さきの黒柳先生の直接支払いの話

で、短期、長期とあるのですが、例えば、今、畑

作品目で麦とか大豆であれ、ビートであれ、国か

ら支援を受けているというのは、これだけの数証

をこれぐらいのコストでつくるという方針があっ

て、それをミッションとして農家がやる上で補填

をする、だから生産飛はこれだけという考え方が

あるのです。あるいは、さきの清水部長のお話

で、 自給飼料ペースでやるという方向とすれば、

それをシグナルとしてコストが上がるのを補填す

るべきなのです。そういった方向があって初めて

議論ができるのですけれども、今回のものをいろ

いろ見たときに、方向はよくわからないけれど

も、こいつは上げるのが正しい、多分上がるから

というぐらいの感じで進んでいるような気がして

しまうというのが私の印象です。

今の中で、 40%のコストカットを目標とするな

らば、それでスタートしても構わないのです。そ

れであれば、現状と してどれぐらいのコスト削減

がどこでということを精査した上で目標を設定

し、その中で短期目標と中長期の構造政策を打つ

べきです。どう しても、そこの部分で階段がかな

り抜けている気がしています。

今回、私自身が整理したものは、ちょうど規模

拡大やってどうだろうかという調査をしていたの

で、それを組みかえたもので、非常に身近な部分

があります。ただ、この程度のデータすら出てい

ないのが現状です。

これは、生産の部分だけではないと思います。

今回、清水池さんがやったことにしても、いろい

ろな試算にしても、実はもう少し積み上げていか

なければいけないことがあるのではないかという

ことの証左だったと思うのですが、そういうとこ

ろはやる必要があると思いました。

感想です。

清水池 ：

今回与えられfこテーマは、最初は自分にできる

かなということだったのですが、 TPPに関する

ことは、酪農の分野に限っても影響が大きいとい

う試算がたくさん出ておりました。ただ、前提条
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件などを見ると、本当にそうなのだろうかと思っ

てもやもやしていたので、自分なりの方法で試算

をしたところ、試算の内容等は出てきた内容に差

があって驚いたところです。

政府の試算でも、生クリ ームと飲用は残るとい

う前提で試算していっても、北海道が供給できる

生乳の祉は限られますので、それで他府県の生乳

は大部分が龍きかえられると、物理的に単純な足

し算でわかるような話なのですが、それが前提と

してまかり通っていることには正直に言って驚き

ました。

TPPによってどうなるのかということも私自

身もよくわからない状況ですが、先ほど、平石さ

んがおっしゃっていましたけれども、政策の方向

がどこを向いているのかよくわからないというの

は、酪農に関してもそうなのです。どうしたいの

かということですね。特に、北海道の飲用乳の特

化の話は、北海道に集約化するという話だと思う

のです。北海道の酪農も大事ですが、他府県の酪

農は非常に重要な役割を果たしています。離農跡

地の受け取りとか、ツーリズムとか、教育面でも

非常に大きな役割を果たしています。

ですから、今後の酪農のあり方というのは、先

ほど言ったこととちょっと矛盾するかもしれませ

んけれども、私自身は、いろいろな形の酪農家が

あっていいのではないかと思うのです。配合飼料

だけの酪農家がいてもいいと思います。都府県が

それではできないという場合もあると思います。

ですから、多様な形態の酪農家が全国各地で残っ

ていけるような政策の仕組みをつくるというの

は、これから先、求められるのではないかと思い

ます。

ですから、全国一律の所得補償政策をつくる

と、条件が不利な地域の酪農家はどんどんなく

なっていきますから、やはり、地域ごとに発動条

件の異なるような所得補償の制度をつくつていく

べきではないかと最近は思っています。

小糸 ：

私からは、最初に中原先生は必死に僕を助けて

くれるために質問をしてくれたのかなと思ってい

ました。

おっしゃっているように、北海道だけでなく

て、日本の農業が不利だということももちろん重

要かもしれませんが、不利だけではなくて、いい

ところがあったほうがいいと思います。つまり、

輸出という面でも、余り希望的なことばかりでは

いけないと思うのですが、一つの選択肢としてあ

るのだというのは非常に重要なのかと感じており

ます。

それで、その中で、輸出の中では、どうも完全

な加工ではなくて、素材型の加工だということで

述べられているのを見ますと、やはり、牒家だけ

でなくて、そこにかかわるような食品関連の産業

なりがきっとつながっていかないと、輸出という

話はなかなか大変なのだろうなと感じながら報告

させていただきました。

清聴していただいて、どうもありがとうござい

ました。

市川 ：

以上、 3人の報告者と 2人のコメンターでディ

スカッションを行っていきました。とりわけ、 T

ppによって北海道の晨業がどうなるかというこ

とを中心的なテーマで議論をさせてもらいまし

た。

座長から提起しましたTPPの賛成論という

か、国際競争力のある農業をつくることによって

TPPに対抗できるのではないかという提案と、

直接支払い代替をすることによってTPPの対応

についても何とか展開できるかなということで、

平石さんからは、本当に北海道の水田農業は規模

拡大が可能かどうかという議論を提案していただ

きました。お聞きのとおり、規模拡大で進めてい

くにしても、どうも20ヘクタールぐらいが限界で
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はないかということです。労働力や基盤整備の面

を含めまして展開が容易でないという議論をさせ

ていただきました。これもフロアからご質問があ

りましたけれども、生産コストから考えても、必

ずしも20ヘクタールを超えたから生産コストがど

んどん下がって競争力のある農業になるかどうか

という点では疑問があり、必ずしもそうはならな

いのではないかということです。それから、直播

等についても、今の段階では、即、体系の中に入

り込むことができるかどうかということも提起し

ていただきまして、議論できたと思います。

それから、酪農についても、従来、議論になっ

ていましたように、下手をすると南北戦争のよう

なことになりはしないかも含めまして、我々のほ

うで議論しました。今、提起したとおり、酪農

は、従来考えていたように、試算では都府県は乳

業、牛乳関係は加工を含め非常に大打撃を受ける

というようなことを考えておりました。北海道か

らその府県のほうに移入していくという点でも、

相当たくさんの課題があります。必ずしも安定的

にできるかどうかわからないということと同時

に、従来、提案されていたようなクリーム関係を

含めまして、残るところもかなり突っ込んで整理

した段階ではあるのではないかということです。

これは、必ずしも北海道の酪農が都府県を補完し

ていくということにはどうもならない。それか

ら、これによって北海道の酪牒経営が安定するか

どうかという点では、必ずしも安定しないのでは

ないかということが報告されたと思います。

それから、小糸報告では、これまでの輸出の中

で現状把握をしていただいて、北海道の輸出が今

後伸びていくという点では、必ずしもTPPだけ

の問題ではなくて、簡単ではないというお話をし

ていただきました。そうはいっても、 TPP自体

は進んでいるわけですので、とりわけ巌後に発言

があったように、政策的な目標が明確ではないの

です。なおかつ、それに対応するような施策も明

確になっていない段階で、必ずしもTPPを総合

的に検討するという段階で把握し得ないところが

たくさんあることから考えますと、今後、まだ十

分検討していかないで、すぐに協定に参加してい

くことによって北海道股業への影響は絶大なので

はないかと思っています。

いろいろな点で不明確なところがありますの

で、さらに検討していかなければならないという

ことが議論になったのではないかと思います。

そういう意味では、学会の皆さんとともに総合

的な検討もしないと結論的なことは十分言えない

わけですけれども、そういう中でほとんど進んで

いくことについて、情報をきちんと公開しながら

検討していかなければならないと思っています。

きょうの総合討論はこれで終わりたいと思いま

す。

長い間のご清聴をありがとうございました。

（拍手）

以上

［付記] 2013年の北海道腿業経済学会大会シンポ

ジウムでの3名の報告と2名のコメントと総合討論

の2年後、 2015年10月5日にTPPの大筋合意が国会

決議の5品目の非自由化を崩す内容で行われた。

その秘密裡で進められてきた合意内容が明確にな

るにつれて、日本 ・北海道農業に大きなダメージ

を与えかねないものになっていることが明らかに

なっている。このことは、東大大学院教授の鈴木

宜弘氏の試算によれば、 「農林水産物の被害額で

直接わかるだけで1兆円を超える」 。 「関連産業

を考えるとさらに被害額は大きくなる」といわれ

ることに示される。今後、この内容での批准が進

むことになる公算が大きい。しかし、仮に、この

批准が行われたとしても、今後の日本 ・北海道農

業への悪影響などの問題と課題の解明に、ここで

議論したことが生かされることを期待したい。
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